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和文要旨  

 

1)題目：高齢者施設の地域別需給バランスの評価と将来予測 

 

2)氏名：卓蓮(Zhuo Lian) 

 

3)要旨： 

 

【背景】これまで有料老人ホームやサ高住の地域別ベッド数に関するデータは公表されておらず,

高齢者施設の供給の全体像は明らかになっていない. 

【目的】有料老人ホームやサ高住を含めた高齢者施設の地域別の供給データと需要予測を組み合

わせ,全国及び地域（二次医療圏）別の高齢者施設の現状把握と将来予測を行うこと. 

【方法】介護サービス情報公表システムの全国全施設データを 1 件ずつ読み込み,集計することに

より,有料老人ホームやサ高住を含めた高齢者施設の供給の現状を,地域別・施設種類別

に把握する.また年齢階級別施設利用率と人口推計データを組み合わせ,地域別の高齢者

施設需要を推計する. 

【結果】75 歳以上 1,000 人当たり高齢者ベッド数が,全国平均 83 床±17 床,大都市 82 床±17 床,地方都

市 84 床±17 床,過疎地域 85 床±13 床と平均値が接近しており,極めてばらつきが小さい．ま

た,2014年から2018年にかけての大都市,地方都市,過疎地域の供給と,各地域の需要予測量が,

ほぼ一致したが,2017 年頃より,需要が供給を上回る傾向が見られるようになってきた. 

【考察】日本の高齢者施設の供給は,2016 年頃まで極めて順調に進んだが,2017 年頃より需給バランス

が崩れ始め，今後需給の乖離が拡大していくことが予想される． 

 

4)キーワード：高齢者施設，需要，供給，地域差，将来予測 

  



英文要旨 

1)Evaluation and future prediction of regional demand and supply balance of the elderly care facilities 

2)Zhuo Lian 

3)Abstract 

Background: No data on the number of pay beds of the nursing homes for senior citizens and serviced 

residences for the elderly by region has been published in the past. The entire picture of the 

supply for senior citizens therefore has not been clarified yet. 

Purpose: This paper intends to grasp the status quo of the elderly care facility and predict future on both 

national and local (secondary medical care facilities) basis by means of combining supply data 

and demand forecast for each elderly care facility including paid nursing homes and serviced 

residences. 

Methodology: The Long-term Care Services Information Dissemination System on all facilities data of the 

nursing care services has been closely examined one by one and compiled in order to grasp the 

status quo on the supply of elderly care facilities by region and by facility class. Furthermore, 

the utilization rate of facilities by age class is matched with demographic data to predict the 

demand of elderly care facilities by region. 

Findings: The average number of pay beds older than 75 years old per 1,000 people approaches the 

average value of 83±17 beds on a nation-wide basis, 82 beds ± 17 beds on big cities, 84 

beds±17 on local cities, 85 beds ±13 beds on depopulated areas and it has extremely small 

regional difference in this way. In addition, the supply volume of big cities, local cities, 

depopulated areas from 2014 to 2018 and the predicted demand in each category are almost 

identical. However, after around 2017 demand has appeared to exceed supply. 

Conclusion: The supply of elderly care facilities in Japan has extremely well progressed until around 2016. 

However, the balance between demand and supply began to collapse in several regions after 

around 2017. It is expected that the gap between demand and supply will expand in the future. 

4)Key words: Elderly care facility, demand, supply, regional difference, future prediction 
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本文 

Ⅰ.はじめに 

１.研究の背景 

病床数や医師数などの医療資源量に関する統計資料は充実し，都道府県レベルや性別年齢階

級別比較などがあり，過去 30 年以上に遡って調べられる指標も数多くある．また 2012 年以来

毎年出版される「地域医療供給体制の現状と将来－都道府県別・二次医療圏別データ集－（日

医総研ワーキングペーパー）」などの地域別のデータ集や，「二次医療圏をもとに日本の医療

提供体制を考える（第 2 回“二次医療圏には，どの程度の格差があるのか”）」などの医療資

源の地域間格差を論じた研究も多数存在する 1-11）．これらの文献では， 

(ⅰ)西高東低（病床や医師・看護師などの医療資源は西に厚く，東に薄い） 

(ⅱ)都市に手厚く，過疎地に薄い 

などの医療資源の分布の特徴が示されている．また，全国各地で開催されている地域医療構想

会議は，上記の豊富な地域別の医療資源データ，診療記録や人口推計などをもとに国の定めた

計算方式で将来の医療需要を推計し，在宅医療・介護の推進を前提に，区域ごとの必要病床数

を定め，将来を見込んだ地域ごとの病床の再編が推進されている 12-13）． 

一方，高齢者施設の地域別資源量を示すデータは，2015 年より毎年公表されている地域の医

療介護提供体制の現状-市区町村別データ集(地域包括ケア関連)などがあるが，医療と比べると

非常に限られている．また，高齢者施設の地域間格差を論じた研究も，医療と比べると非常に

少ない．これまでの研究結果では，高齢者施設の地域分布は， 

(ⅰ)医療のような西高東低といった地域分布の特徴があるのか 

(ⅱ)都市部と過疎地で提供格差があるのか 

なども明らかではない.また，医療の地域医療構想のような地域別の施設整備の適正レベルの議

論が行われていない． 

高橋泰が 2011 年に発表した「二次医療圏をもとに日本の医療提供体制を考える（第６回“2030

年までに要介護高齢者用のベッドを新たにどの程度用意すべきか”）」の中で 14），「75 歳以

上人口 1,000 人当たりの介護老人保健施設(以下，老健という)＋地域密着型介護老人福祉施設

(以下，特養という)ベッド数は，東京都の一部を除けば，2010 年時点では全国的に非常に差が

少なく，介護保険三施設（介護療養，老健，特養）の整備は，医療施設の整備と比べ，かなり

成功した状況にあると思われる．しかし今後，大都市及びその周辺の後期高齢者が激増する 2030

年までに最低限整備すべき老健＋特養ベッド数を算定した結果，東京都心及びその周辺部に，
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整備すべき老健＋特養ベッド数が際立って大きい二次医療圏が集中していること，札幌，名古

屋，大阪，福岡周辺にも不足地域が出現する可能性が高いことが明らかになった．」という指

摘をしている．その後，2015年に日本創生会議が公表した東京圏高齢化危機回避戦略によれば，

首都圏の高齢者激増により，高齢者施設において今後急速に不足する事態が近づいている危機

的な状況にあることが分った 15）． 

更に，この状況をビジネスチャンスととらえた人も多く，埼玉県で急激なサービス付き高齢

者住宅(以下，サ高住という)を中心とする高齢者施設の建設が進み，一時的であると思われる

が，現在多くの空室が見られる状況が出現しているという報道もある 16-17）．このような状況か

ら考えると，これまで指摘されてきた大都市部の高齢者施設不足は，指摘どおり不足なのか，

あるいは過剰なのかも，残念ながらはっきりしていない状況にある．また,将来の需給はどうな

りそうなのか，どの地域が特に不足しそうなのかなども不明である 18）． 

繰り返しになるが，医療と比べ介護の統計資料の整備は遅れており，介護保険三施設を除き

地域の供給量を示す公的データも公表されていない．また，福田昭一ほかが「一見当たり前に

思える時系列推移に関する研究が行われてこなかった要因は……市区町村の統廃合が頻繁に起

こり，比較すべき地域の形態が大きく変化したことである 19）．」と指摘しているように，地域

ごとの医療資源量や介護資源量の時系列推移を示す研究は，一層行われていない．今後的確に

高齢者施設を整備するためにも，地域別の高齢者施設の供給の時系列推移と需給予測に関する

時系列データの整備は不可欠な課題である．また，そのデータをもとにした地域別の高齢者施

設の現状把握と需給の将来予測を行うことが必要である． 

本研究では，①介護保険三施設の年代別入居者比率，②介護保険届け出制度のデータを独自

集計して作成した地域別施設種類別ベッド数，③国勢調査による人口データ，という非常に限

られた公的調査をもとにしたデータに，いくつかの仮説を設定することにより，全国及び地域

別の高齢者施設のこれまでの需要及び供給の推移予測・将来推計を行った．高齢者施設の整備

に関する計画を適切に作成するには，全国及び地域別の有料老人ホーム（以下,有料ホームとい

う）・サ高住を含めた高齢者施設の供給量や人口構造の変化に応じた高齢者施設の需要見込み

をすることが不可欠なはずである．これまでそのようなデータや見込み値が存在せず，行政担

当者の，いわゆる“カン”に頼り作成せざるを得ない状況にあったと言える．本研究の意義は，

有料ホーム・サ高住を含めた全国及び地域別の高齢者施設の提供量の推移データと，精度は高

くないが高齢者施設の相対的な需要の推移と将来予測を示すことによって，これまでより適切

な高齢者施設の整備への道を開くことである． 
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２.目的 

本研究の目的は，第１が，高齢者施設の供給量の現状を地域別に把握すること，第２が，高

齢者施設の需要予測と供給量の推移を地域別に比較することにより，地域別の高齢者施設の需

給の将来予測を行うことである. 

Ⅱ.方法 

1．研究の進め方の概要 

著者は『地域別理美容師数推移をもとにした今後の理美容業界の需給見込みと対策』において,

理美容業の地域格差や将来の需給バランスの研究を行った.本研究では,その際の手法を高齢者

施設の分析にも適用した 20-21）.理美容業界の現状分析を行うため，「人口 10 万人当たりの理美

容師数（偏差値表示）」「人口密度と理美容師数」「理美容師数の年次推移」「人口 10 万人当

たりの理美容師数の大都市・地方別の年次推移」を算出した． 

本研究では，これまで(過去・現在)の高齢者施設の供給の推移を表す「高齢者施設供給デー

タ」と，需要のこれまでの推移と，これからの推計を表す「高齢者施設需要推移データ」を作

成し，この２つのデータを用いて①全国②大都市，地方都市，過疎地域別③二次医療圏別の高

齢者施設の現状評価と需要・供給推移を予測する． 

1)供給データの作成 

1)-1これまで(過去・現在)の高齢者施設供給推移データ作成の手順の概要 

図Ⅱ-1に，これまで(過去・現在)の高齢者施設供給推移を表す「高齢者施設供給推移データ」

作成の手順の概要を示す． 
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介護保険三施設のベッド数に関する情報は，社会福祉施設等に関する調査で公表されている

が，有料ホームやサ高住のベッド数の集計データは公表されていない．そのため，これまで高

齢者施設に関する集計結果は，医療施設の集計結果と比べ，極めて少なく，高齢者 1,000 人当

たりの高齢者施設ベッド数の地域間格差に関する報告もほとんど行われていない． 

現在，有料ホームやサ高住のベッド数に関して公的機関が公表し，入手可能なデータは，47

都道府県のホームページ上の介護サービス情報の公表制度のデータのみである(図Ⅱ-1 の①)． 

1)-2介護サービス情報の公表制度のデータ(図Ⅱ-１の①)の概要 

日本では各種統計データが整備されており，医療施設や介護保険三施設に関するデータはか

なり詳細な内容まで公表されている．しかし地域の高齢者施設のベッド数を把握しようとする

とき大きな障害となるのは，サ高住などの民間系の施設の集計データが公的に作成されていな

いことである． 

サ高住を含めた地域の高齢者施設の全体像を把握したいときに注目したのが，介護サービス

情報の公表制度のデータの活用である．介護サービス情報公表システムとは，全国の全介護サ

ービス事業所・施設に対して所在地や供給しているサービスなどを都道府県の決めたフォーマ

ットに従って定期的な情報供給を義務付け，各施設が供給しているサービスの内容を各都道府

県のホームページで公表しているサービスである．このホームページを検索すると，表Ⅱ-１に

示すような，施設の名称，所在地，定員，職員数，スタッフ数などの種々の情報を閲覧，その

内容のダウンロードを行うことができる 22-23）． 

出典：福ナビホーム>事業所情報>検索した事業所の一覧> 特別養護老人ホームバタフライヒル大森南

http://www.fukunavi.or.jp/fukunavi/ (2018 年 5 月 18 日アクセス)  
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ただし，このデータを地域ごとに把握するために活用しようとすると，(a)ホームページ上で

公表されているデータが各施設のデータであり，地域ごとの集計データが示されていない．(b)

都道府県ごとに情報フォーマットが異なるというような問題がある． 

1)-3市町村別・施設種類別ベッド数データ(図Ⅱ-１の②)の概要とその作成(図Ⅱ-１のⅰ) 

高橋とこれまで何度も共同研究を行ってきた株式会社（以下，(株)という）ケアレビュー社

は，全国のサ高住の状況を把握するため介護サービス情報の公表制度の開始直後の 2012 年に全

国の高齢者施設データベースを作ることを決め，(ⅰ)47 都道府県の介護サービス情報公表システ

ム上の 20 万件を超える個別施設に関する全データを読み込むプログラムの開発．(ⅱ)都道府県

によってフォーマットの異なる 47 パターンある情報を，(株)ケアレビュー社の開発したデータ

ベースフォーマットに変換するプログラムを開発．(ⅲ)上記(ⅰ)(ⅱ)を経て作成した情報を収納した

全国対応の高齢者施設データベースの作成を 2012 年に行った．その後不定期だが半年に 1回程

度の頻度で全国の全施設の情報を取り込み，データベースの更新を行っている．このデータベ

ースを用いれば，バージョンアップを行った最新データをもとにした全国各地の施設の検索が

可能になると同時に，時系列データの作成も可能となる． 

本研究を行うために必要な基礎データとなる「市町村別・施設種類別ベッド数データ(図Ⅱ-１の

②)」の供給の依頼を(株)ケアレビュー社に行った．ケアレビュー社が，2013 年 1 月，2014 年 4

月，2015 年 2 月，2016 年 1 月，2017 年 1 月，2017 年 12 月に全国より収集したデータより作成し

た各時期の市町村ごとに，表Ⅱ-２に示した施設区分ごとの施設数，総ベッド数に関する集計デー

タを作成し，無償で提供を受けた． 

本研究では，要介護状況の高齢者を介護する能力のある高齢者施設のベッド数を対象とし，

居室と見守りだけを提供し，介護サービスを提供しない特定施設ではないサ高住などの介護提

供能力の低い施設のベッドは対象外とした．実際には未届けの有料ホームや善隣事業などの空

き家事業による施設サービスなどもあるが，今回の対象には入っていない．今回の対象となる

施設を，表Ⅱ-２に示す．対象となるサービス種別（介護サービス情報の公表制度で使用されて

いる施設区分）は 14 種類あるが，これを表Ⅱ-２の右側の列に示す７つの施設区分(介護療養，

老健，特養，軽費ホーム，有料ホーム，サ高住，グループホーム)にまとめ集計を行った 24）． 
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出典：日本創生会議.東京圏高齢化危機回避戦略 2015  
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1)-4二次医療圏別・施設種類別ベッド数データ(図Ⅱ-1 の③)の概要とその作成(図Ⅱ-1のⅱ) 

本研究では，二次医療圏単位での高齢者施設の供給量の把握と需要の予測を行う．二次医療

圏とは，地域で必要とされる医療サービスを適切に供給するために都道府県が設定した区域で

あり，複数の市区町村が集まって形成される． 

(株)ケアレビュー社より提供を受けた市町村単位の高齢者施設のデータを，二次医療圏単位

に集計し直し,(図Ⅱ-1のⅱ)の「二次医療圏別・施設種類別ベッド数データ」(図Ⅱ-1の③)を作成した． 

表Ⅱ-３の二次医療圏別の施設種類別の施設数とベッド数合計を示す中間データ(一部抜粋)

を作成した．表Ⅱ-３の area101 南渡島(函館を中心とする二次医療圏の名称)医療圏には，2014

年 1 月に介護療養７施設があり,その定員合計が 260 人.老健(定員あり)が 14 施設あり，その定

員合計が 1,524 人であることを示している． 

 

1)-5時期調整二次医療圏別・施設種類別ベッド数データ(図Ⅱ-1④)の概要とその作成

(図Ⅱ-1 のⅲ) 

(株)ケアレビュー社より提供を受けた 2013 年 1 月データは，介護サービス情報の公表制度が

開始間もないころに収集されたデータであり，各都道府県に未登録の施設が多い段階で作成さ

れたと思われる内容であったので除外した． 

また，今回使用する基礎データは，2014 年 4 月，2015 年 2 月，2016 年 1 月，2017 年 1 月，

2017 年 12 月時点であり，今回使用した人口データは 2010 年 10 月１日と 2015 年 10 月 1 日付

けの国勢調査によるデータであるので，以下に示すような方法で 2014 年 1 月，2015 年 1 月，

2016 年 1 月，2017 年 1 月，2018 年 1 月データとなるよう時期調整を行い，施設の収容ベッド

数に関する解析データとして使用した． 

(時期調整の考え方) 



8／51 

 

 

本研究では，各年の 1月に統一する形で施設の需要と供給を推計した.1 月のベッド数の推定

値は，図Ⅱ-２に示すように，以下の計算式で求めることができる. 

2014 年 4 月の特養のベッド数が a 床，2015 年 2 月が b 床とすると，この間 10 か月あるので，

(2015 年 1 月のベッド数推定ベッド床数)＝a＋9/10×(b-a) 

(2014 年 1 月のベッド数推定ベッド床数)＝a－3/10×(b-a) 

で求められる． 

以上のプロセスを経て，2014 年 4 月，2015 年 2 月，2016 年 1 月，2017 年 1 月，2017 年 12

月時点の介護サービス情報公表制度の全施設データより，2014 年 1 月，2015 年 1 月，2016 年 1

月，2017 年 1月，2018 年 1 月の二次医療圏単位の高齢者施設のベッド数データを作成した. 

 

2)需要データの作成 

高齢者施設の需要は，国勢調査による人口データと将来の人口推計データ及び年齢階級別の

介護保険三施設利用人数をもとにした年齢階級別高齢者施設利用率を使用して，推計する．図

Ⅱ-３に，高齢者施設・需要推移データ作成の手順を示す． 

「⑤2010 年 10 月，2015 年 10 月の国勢調査(市町村別人口データ)及び，2020 年の市町村別

人口推計データ」を「ⅳ：二次医療圏別集計・時期調整」することにより，「⑥二次医療圏別
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人口推計データ(2014 年 1 月，2015 年 1 月，2016 年 1 月，2017 年 1 月，2018 年 1 月)」を作成

する．更に，「ⅴ：人口構成による高齢者施設需要量(必要量)推計」を行うことにより，「⑦二

次医療圏別高齢者施設需要量(必要量)推計(2014 年 1 月，2015 年１月，2016 年 1 月，2017 年 1

月，2018 年 1 月)」を作成する． 

 

2)-1国勢調査(市町村別人口データ)(図Ⅱ-３の⑤)の概要 

国勢調査は，統計法という法律に基づいて，日本に住むすべての人・世帯を対象として 5 年

に一度実施する国の最も重要な統計調査である．外国人も対象であり，すべての世帯に回答す

る義務がある．性別，出生の年月，就業状態，従業地（または通学地），世帯員の数，住居の

種類，住宅の建て方などの項目を調べ，住民票などの届出に関係なく，10 月 1 日午前零時現在，

普段住んでいる場所で調査するので，日本の人口や世帯の実態を把握できる．この調査結果を

集計して種々のデータが作成され，公表されている． 

本研究では，2010 年と 2015 年の市町村別の総人口，65～74 歳人口，75～84 歳人口，85 歳以

上人口と，2020 年，25 年，30 年の市町村別の総人口，65～74 歳人口，75～84 歳人口，85 歳以

上人口の各推計値を使用した． 

2)-2二次医療圏別人口推計データ(図Ⅱ-３の⑥)の概要とその作成(図Ⅱ-３のⅳ) 

上記データを，「③二次医療圏別・施設種類別ベッド数データ」を作成したときに使用した

二次医療圏別集計プログラムを用いて市町村単位の人口を二次医療圏単位に集約し，2010 年 10
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月と 2015 年 10 月，2020 年 10 月の二次医療圏ごとの総人口，65～74 歳人口，75～84 歳人口，

85 歳以上人口を算出した． 

次に，(図Ⅱ-１「高齢者施設種類別ベッド数推移データ作成の手順」のⅲ：時期調整)と同様

の考え方で，2014 年 1 月，2015 年１月の 65～74 歳人口，75～84 歳人口，85 歳以上推計人口を，

2010年 10月と 2015年 10月の 5年間(60か月)の期間等分する形で，人口の補正を行い算出した．

また，2016 年 1 月，2017 年 1 月，2018 年 1 月も，2015 年 10 月と 2020 年 10 月の 5 年間(60 か

月)の期間等分する形で，人口の補正を行い算出した． 

表Ⅱ-４に，図Ⅱ-３「高齢者施設・需要推移データ作成の手順」の⑥二次医療圏別人口推計デ

ータ(2014 年 1 月，2015 年１月，2016 年 1 月，2017 年 1 月，2018 年 1 月)の抜粋を示す． 

 

2)-3二次医療圏別高齢者施設需要量(必要量)推計(図Ⅱ-３の⑦)の概要とその作成(図Ⅱ-３のⅴ) 

本研究では，表Ⅱ-４に示した各二次医療圏の将来人口推計より，各二次医療圏で必要となる

と思われる高齢者施設のベッド数である「高齢者施設の必要ベッド数」を推計する． 

各二次医療圏の 65～74 歳，75～84 歳，85 歳以上の将来人口推計は，推計値が示されている

ので，65～74 歳，75～84 歳，85 歳以上の高齢者がどの程度高齢者施設を利用するかを示す「高

齢者施設利用率」が分かれば， 

ある地域に必要なベッド数＝(65～74 歳人口)×(65～74 歳の高齢者施設利用率) 

                 ＋(75～84 歳人口)×(75～84 歳の高齢者施設利用率) 

                        ＋(85 歳以上人口)×(85 歳以上の高齢者施設利用率) 

より，推計することができる． 

(例)甲二次医療圏に 2018 年 1 月現在，65～74 歳が 3万人，75～84 歳が 2万人，85 歳以上が

1 万人住んでおり，高齢者施設の利用率が，65～74 歳１%，75～84 歳 3%，85 歳以上 10%とす

る．この場合, 
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「2018 年に甲二次医療圏に必要なベッド数(人)」 

＝3 万人×１%＋2 万人×3%＋１万人×10% 

＝300 人＋600 人＋1,000 人＝1,900 人 

に対応する施設が必要だと算出される． 

この甲二次医療圏の 2030 年の人口が，65～74 歳が 2万人，75～84 歳が 2万人，85 歳以上が

2万人と予測され，高齢者施設の利用率は変わらないとすると， 

(2030 年に甲二次医療圏に必要なベッド数) 

＝2 万人×１％＋2 万人×3%＋2 万人×10% 

＝200 人＋600 人＋2,000 人＝2,800 人 

に対応する施設が必要だと算出され，今後 2030 年までの 12 年の間に町の人口は 6 万人と変わ

らないが，900 人分の要介護高齢者に対応する施設を作る必要があることが示唆される． 

上記のような「ある地域に必要なベッド数(人)」の推計を行うため，65～74 歳，75～84 歳，

85 歳以上の「高齢者全施設利用率（有料ホームやサ高住を含む利用率）」を現在入手可能なデ

ータを用いて推計を試みる．現在公表されている年齢階級別の施設利用状況に関連するデータ

は，3 年に 1 回公表される介護保険三施設調査の中の介護保険三施設の入居者の年齢構成比率

のデータのみであり，最新のデータは 2016 年 9 月末日のものである．このデータは，表Ⅱ-5

の 3 列目に示すように，全国の介護保険三施設の入居者のうち「40～64 歳の比率は 1.3%，65

～69 歳の比率は 2.6%，70～74 歳は 4.4%，……90 歳以上は 37.4%，年齢不詳 0.3%」という介護

保険三施設の入居者の年齢比率を示す 25）．このデータの出典である介護サービス施設・事業所

調査は毎年 10 月 1 日に行われるが，介護保険三施設及び訪問看護ステーションの利用者につい

ては 3 年ごとに定められている．今回使用した直近は，2016 年 9 月末である．その前のデータ

は 2013 年 9 月末である． 

残念なことに介護保険三施設の以外の有料ホームやサ高住の年齢構成比率のデータや，高齢

者７施設の稼働率に関するデータは，公表されていない．特にサ高住の稼働率は地域により大

きな差があり，より正確に地域ごとの需要を推定するときに不可欠なデータである． 

有料ホームやサ高住を含む「高齢者全施設年代別利用率」を求める前段階として，介護保険

三施設の 40～64 歳，65～74 歳，75～84 歳，85 歳以上の「介護保険三施設年代別利用率」（表

Ⅱ-5 の一番右側の列）を推計する．（株）ケアレビューの 2016 年 1 月と 2017 年 1 月のデータ

を用いて推計される 2016 年 10 月の介護保険施設の総入居者数は「955,071 人」であり，この値

に介護保険施設入居者割合（表Ⅱ-5 の 3 列目）を掛けることにより，まず，各年代の 2016 年

10 月 1 日の入居者数（表Ⅱ-5 の４列目）を算出する．例：（65～69 歳の入居者数：24,832 人）
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＝（総入居者数：955,071 人）×（65～69 歳の入居者割合：2.6%）．表 6 列目の 65～74 歳の入

居者推定値 66,855 人は，表 4 列目の 65～69 歳入居者数 24,832 人と 70～74 歳 42,023 人を足し

合わせたものとなる．次に，この値を表 7 列目に示す国勢調査による 2016 年 10 月 1 日各年代

階級別人口で割ると，表の一番右側の列に示す年代別の介護保険三施設利用率推定値が算出さ

れる．例：（65～74 歳の 2016 年 10 月 1 日の介護保険三施設利用率推定値：0.38%）＝（65～

74 歳入居者数：66,855 人）÷（65～74 歳人口：17,683,000 人）．85 歳以上の介護保険三施設利

用率推定値が 11.69％ということは，ある地域に 10,000 名の 85 歳以上高齢者がいる場合，1,169

床分の高齢者施設が必要になる（需要がある）と考える．年齢階級が上がるにつれて介護保険

三施設年代別利用率推定値が 0.38%→2.26%→11.69％と急激に上昇するので，「高齢者の高齢化」

が進行すれば，高齢者施設の需要も急速に増加する． 

 

次に今回の推計目標である表Ⅱ-６の５列目に示す，65～74 歳，75～84 歳，85 歳以上の「高

齢者全施設年代別利用率」の算定の手順を示す． 

表Ⅱ-5 で算出した 2016 年 10 月の「介護保険三施設年代別利用率」（表Ⅱ-６の 3 列目に同じ

値を示す）の 65～74 歳，75～84 歳，85 歳以上の比率は，過去も未来も変わらない（固定値）

であり，更に有料ホームなどの他の施設でも同じ比率で使用されていると仮定する．本研究の

一つの目的は，二次医療圏レベルでの高齢者施設の需給の評価と予測を行うことである．そこ

で（株）ケアレビューの 2016 年 1 月と 2017 年のデータを用いて推計される 2016 年の 10 月 1

日の全施設入居者数（有料ホームとサ高住を含む）は 1,406,788 人分であり，この数字を表の下

に示すように，2016 年 10 月 1 日の介護保険三施設 65 歳以上入居者数である 939,790 人分で割

り，その集計値である 1,406,788 人が，（株）ケアレビューの 2016 年 1 月と 2017 年のデータを

用いて推計される 2016 年の 10 月 1 日の全施設入居者数の推計値 1,406,788 とほぼ一致するよ

うに，「高齢者全施設年代別利用率（1.50=1,406,788/939,790）を設定した．この値を介護保険

三施設利用率に掛けたものが，表Ⅱ-６の 5 列目の高齢者全施設年代別利用率になる．（例：65

～74 歳の場合の 0.57%＝0.38%×1.50）．表Ⅱ-６の 2 列目に示す「2016 年 10 月の年齢階級別人
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口」に表Ⅱ-６の 5 列目に示す「高齢者全施設年代別利用率」をかけて，表Ⅱ-６の６列目の「2016

年の 10 月 1日の全施設入居者数」を算出する． 

 

本研究では，ある地域に必要な全施設入居者数<人> 

＝(65 歳～74 歳人口)×0.57(65 歳～74 歳の高齢者全施設利用率)÷100 

＋(75 歳～84 歳人口)×3.38(75 歳～84 歳の高齢者全施設利用率)÷100 

＋(85 歳以上人口)×17.50(85 歳以上の高齢者全施設利用率)÷100 

という算定式を用いてある地域の高齢者施設需要（必要な高齢者全施設入居者数）を推計する． 

２.地域を区分する方法 

本研究では，二次医療圏単位で高齢者施設の需要や供給の算出を行い，これを「大都市」「地

方都市」「過疎地域」という地域区分で再集計を行った． 

 

出典：高橋泰,福祉医療経営情報,医療・介護の供給能力の余力評価をふまえた法人経営 

｢第１回：地域を大都市,地方都市,過疎地域に区分する｣ http://www.wam.go.jp(20180816 アクセス) 
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地域区分については，医療分野における大都市型二次医療圏，地方都市型二次医療圏，過疎

地域型二次医療圏３区分をそのまま活用している.図Ⅱ-４に示すように，全国を大都市，地方

都市，過疎地域の３区分とした．大都市は，人口が 100 万人以上または人口密度が 2,000 人以

上，地方都市は，人口が 20 万人以上または人口が 10 万人以上かつ人口密度が 200 人以上とい

う基準で区分した．また，大都市及び地方都市のいずれにも該当しない地域を過疎地域とした 26）． 

図Ⅱ-５は，大都市，地方都市，過疎地域の状況を色分けして示したものである．濃い色の大

都市を見ると，列島の北部には大都市が少なく，首都圏，中部圏，近畿圏，中国地方の瀬戸内

海側，北九州に多い．中間色の地方都市の分布は，際立った偏在は見られない．また，薄い色

の過疎地域については，大都市の隣接地には少ないことが見て取れる． 

 

３.集計・解析方法 

 Ⅱ.方法の１）供給データの作成による供給データと，Ⅱ.方法の２）需要データの作成による

需要データを合算して，二次医療圏単位の高齢者施設需要・供給データを作成し，提供の推移

や需要の推移・将来予測を地域ごとに行った． 

 まず，地域区分(大都市，地方都市，過疎地域)別の集計を行い，二次医療圏データベースの

地図作成機能を用いて，全国及び地域区分別の高齢者ベッド数の分布の地域差を示した．また，

医療の一般病床の二次医療圏ごとの人口 10 万人当たりのベッド数の標準分布と比較すること

により，高齢者施設のベッド数の分布の特性を明らかにした．次に施設種類別の集計を行い，

施設ごとの分布の特性を明らかにした．また，地域ごとの需要と供給のレベルにより地域を区

分し，高齢者施設の需給において特異的な地域を明らかにした．  
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４.倫理上の配慮 

 本研究で使用したデータは，介護サービス情報の公表制度のデータという公表データを，(株)

ケアレビュー社と共同で加工したデータや国勢調査データなど，すべて公表データであり，倫

理審査を受ける必要がないと判断したので倫理審査は受けていない． 

Ⅲ．結果 

1．高齢者施設需要予測の基礎となる地域別高齢者人口の推移 

高齢者施設の需要予測をするためには，後期高齢者人口がどのように推移していくかを分析し

ていくことが重要となる．図Ⅲ-１は，75 歳以上，85 歳以上の高齢者人口について，2010 年から

2040 年の 30 年間の時系列推移を，全国，大都市，地方都市，過疎地域別に表したものである．

また，図Ⅲ-2 は，2018 年を 100 とした場合の 75 歳以上の増加率と 85 歳以上人口増加率の推移を

示したものである． 

1)全国及び地域別の高齢者人口推移 

全国の高齢者の人口推移について，表Ⅲ-１に基づいて作成した図Ⅲ-１に示すように，75 歳以上

人口は，団塊の世代が 75 歳を超える 2022 年から 2024 年にかけて最も急速に伸び，ピークは，2030

年の 2,277 万人であり，その後緩やかに減少に転じる．一方，実線で示す 85 歳以上人口は，団塊

の世代が 85 歳を超える 2032 年から 2034 年にかけて最も急速に伸び，その後 2040 年まで緩やか

に増加し続ける． 

また，大都市，地方都市，過疎地域における後期高齢者人口の推移を見てみると，大都市と地

方都市では，75 歳以上人口も 85 歳以上人口もほぼ同じような傾向で推移し, 大きな隔たりは見

られない．しかし，過疎地域においては，75 歳以上人口も 85 歳以上人口も，わずかな増加しか

見られない． 
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２)2018年を 100とした場合の高齢者(75歳，85歳以上)の全国，大都市，地方都市，

過疎地域の増加率 

図Ⅲ-２の左上の棒グラフに示すように，全国における 2010 年から 2040 年までの 30 年間に 75

歳以上人口は 55％増加，85 歳以上人口は 169％増加と推計され，今後,後期高齢者人口が急増す

ることが予測される．地域別に見てみると，大都市における増加率は 251％と格段の高い伸びを

示しており，また地方都市の伸び率も 144％と高めである．一方，過疎地域の 85 歳以上の伸び率

は，76％であり，大都市や地方都市に比べると減少している．その結果，2035 年ごろまでは後期

高齢者人口は増加する．なお，図Ⅲ-２は，表Ⅲ-２をグラフ化して示したものである． 
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２．高齢者施設のベッド数のこれまでと現状の評価 

1)2014年から 2018年までの高齢者施設のベッド数 

表Ⅲ-3 は，2014 年から 2018 年までの高齢者施設のベッド数について，総施設ベッド数合計

と介護保険三施設ベッド数合計を全国，大都市，地方都市，過疎地域に分けて表している． 

 

全国の総施設ベッド数合計について見てみると，2014 年(1,296,785 床)から 2018 年(1,440,674

床)の間の伸び率は 11.1％であるのに対して，三施設の伸び率は 7.8％であり，その他の施設の

ベッド数の伸びが高いことが分かる． 

大都市の総施設ベッド数を 2014 年(492,764 床)と 2018 年(565,232 床)で比較すると，その伸

び率は 14.7％となっているのに対して，三施設の伸び率は 10.5％であり，大都市でも，その他

の施設のベッド数の伸びが高い． 

地方都市の総施設ベッド数について見てみると，2014 年は 634,314 床，2018 年は 694,329 床

であり，伸び率は 9.5％である．これに対して，三施設の伸び率は 6.9％であり，ここでも，そ

の他の施設のベッド数の伸びが高い． 

過疎地域の総施設ベッド数の 2014 年の伸び率は 6.7％，三施設の 2018 年のそれは 5.0％とな

っており，両者とも，大都市，地方都市に比べて伸び率は低く，その差も小さい． 

ちなみに，総施設ベッド数に占める三施設ベッド数の割合を示すと，全国では2014年69.3％，

2015 年 68.6％，2016 年 68.3％，2017 年 67.8％，2018 年 67.3％と微減の傾向を示している．大
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都市については，総施設ベッド数に占める三施設ベッド数の割合が2014年61.0％，2015年60.1％，

2016 年 59.9％，2017 年 59.4％，2018 年 58.7％となっており，三施設ベッド数の割合は，年々

減少している． 

地方都市では，総施設ベッド数に占める三施設ベッド数の割合が2014年73.0％，2015年72.5％，

2016 年 72.0％，2017 年 71.6％，2018 年 71.3％となっており，三施設ベッド数の比率は，平均

して 72％前後で推移している． 

過疎地域について見てみると，総施設ベッド数に占める三施設ベッド数の割合が 2014 年

79.7％，2015 年 79.3％，2016 年 78.9％，2017 年 78.7％，2018 年 78.4％となっており，三施設ベ

ッド数の比率は微減しているものの 80％近い値で推移している． 

2)75歳以上高齢者 1,000人当たりの高齢者施設ベッド数(定員数)の地域比較 

高齢者施設(7 施設合計)の 75 歳以上高齢者 1,000 人に対するベッド数の全国平均と二次医療

圏間の標準偏差は 83.1±16.9（表Ⅳ-１参照）であり，二次医療圏間の標準偏差は，極めて小さい．

このことは，全国ほぼ一律のレベルで 75 歳以上高齢者数に見合う施設が配置されていることを

意味する． 

2)-1全国の 7施設 75歳以上高齢者施設ベッド数(定員数)の偏差値地図 

図Ⅲ-３は，2018 年における全国の高齢者７施設合計の 75 歳以上の後期高齢者 1,000 人に対

するベッド数の偏差値を地図で表したものである． 
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標準偏差が小さいので,小さな差が大きな偏差値の差となることを考慮することが必要であ

る．図Ⅲ-３を見ると，医療の「西高東低」のような地域差は見られず，全国的に満遍なく施設

が後期高齢者の数に見合う形で供給されていることが分かる． 

2)-2大都市の 7施設 75歳以上ベッド数の偏差値地図 

図Ⅲ-４は，日本全体の地図から大都市地域を抜粋し，特に首都圏と近畿圏を拡大して偏差値

を示した地図である．首都圏において東京都心は，区西部の偏差値が 34，区中央部 38，区南部

40，区南西部 41 と低く，また千葉県の東葛南部 41，横浜南部 38 と全国平均を下回る地域もあ

る．一方，埼玉県のさいたま 73，川口 71，神奈川県の川崎北部 81，横浜西部 71 など非常に偏

差値の高い地域があり，首都圏全体で見れば全国平均レベルの高齢者施設のベッド数がある．

一方，近畿圏は，大阪が偏差値 50，周辺地域は偏差値が 45 以下であり，首都圏と比べ高齢者

施設の整備が進んでいない．札幌は偏差値 50，仙台 47，名古屋 49，広島 52，福岡 54 と，現在

のところほぼ全国平均レベルの施設が供給されている． 

2)-3地方都市の 7施設 75歳以上ベッド数の偏差値地図 

 図Ⅲ-５は，地方都市について７施設の供給数を偏差値化して示したものである．極端に低い

ところとしては，栃木県の足利と小山，逆に，偏差値が高い地域としては，栃木県の真岡，茨

城県の土浦，東京都の西多摩，神奈川県の小田原，静岡県の熱海，炭鉱労働者が多かった北九

州，長崎県佐世保などである．しかし，大都市や過疎地域と同様に，「西高東低」などの地域に

よる大きな偏りもなく，高齢者施設が分布している傾向が読み取れる．  
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2)-4過疎地域の 7施設 75歳以上ベッド数の偏差値地図 

図Ⅲ-６は，過疎地域に関して，７施設の供給数を偏差値化して表したものである．大都市や

地方都市と同様に，「西高東低」などの地域による大きな偏りもなく，また，過疎地域だから「高

い」「低い」という地域区分の差もなく，高齢者施設が平均的に分布していることが読み取れる． 
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３)高齢者施設ベッド数と医療の医師数・一般病床との地域分布の比較 

表Ⅲ-４は，高齢者施設の地域差による標準偏差を，医療の地域差による標準偏差と比較するため

に作成した．2018 年の高齢者施設ベッド数は全国平均で 75 歳以上 1,000 人当たり平均 83 床，標準偏

差が 17 床と極めてばらつきが小さい．標準偏差が小さい場合，偏差値を用いて地域間のばらつきの

差の程度を示すと，わずかの差でも大きな偏差値の差となるので，ここでは地域の差を平均との乖離

率を用いて示す．大都市部が 82 床±17 床で，平均値の 82 床と全国平均の 83 床の乖離率は，わずか

に－1.6%である．同様に，地方都市，過疎地域の標準偏差，平均との乖離率も極めて小さい．この結

果は，高齢者施設が現在，大都市，地方都市，過疎地域の差が少なく，しかもそれぞれの地域区分内

の分散も小さいので，全国的に75 歳以上の高齢者の数に応じて，かなり均一のレベルで存在していること

を意味する． 

 

一方，医療では，人口 10 万人当たりの総医師数は大都市が高く，一般病床は過疎地域が高い．大

都市では，大病院に多くの医師が集まり，病床が少なく，過疎地域に比べ密度の高い入院医療が供給

されている．逆に過疎地域は，医師が少なく，病床が多い密度の低い入院医療が供給されている．過

疎地域の医師はおしなべて少ないため，211±41 と標準偏差が少ないが，大都市と地方都市の総医師

数や一般病床のばらつきは，高齢者施設ベッド数のばらつきより大きい．これは，医療の供給は高齢

者施設の供給に比べ，大都市，地方都市，過疎地域の格差が大きく，また地域によるばらつきも大き

いことを意味している． 

図Ⅲ-７は，高齢者施設のベッド数，一般病床の多い地域，少ない地域を示す．青系統で示さ

れた地域はベッド数が多く，赤系統は少ない．一般病床レベルのばらつきが大きいことは明ら

かである．  
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３．高齢者施設区分別ベッド数の現状評価 

１)施設別ベッド数比較 

 図Ⅲ-8 の上の右側円グラフは，2018 年における全国の７高齢者施設のベッド数について，種

類別に比較して表したものである．これを見ると，特養 37％，老健 26％と両者で過半数を超え

ており，介護保険三施設の比率が高いことが分かる．サ高住は，この時点では１％しか占めて

いないが，近年建設数の伸び率が高くなっており，今後はその比率も高まることが予想される． 

 図Ⅲ-8 の残りの３つの円グラフは，2018 年における７高齢者施設のベッド数について，大都市，

地方都市，過疎地域の地域別に見たものである．大都市に関しては，三施設の比率が低い．地方都市

については，三施設の比率が合計で 72％と高い．また，過疎地域おいては，三施設の比率が合計で

79％と圧倒的な高さである．なお，図Ⅲ-8 は，表Ⅲ-5 に基づいて作成した． 
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2)施設種類別の地域別供給状況及び 2014～2018年までの 7施設供給数の推移 

図Ⅲ-9 から図Ⅲ-15 は，2018 年における高齢者施設の７施設区分別の 75 歳以上の後期高齢

者 1,000 人に対するベッド数を偏差値化して表した地図である．偏差値が 65 以上を青色，55～

65 を水色，46～55 を緑色，35～45 を黄色，35 未満を赤色で示している．また，それぞれの折

れ線グラフは，2014 年から 2018 年までの全国及び地域区分別のベッド数を表した.以下，７施

設について個別に見ていく． 

2)-1介護療養のベッド数の現状と供給予測 

75 歳以上高齢者 1,000 人に対する介護療養のベッド数の「全国平均」と「二次医療圏間の標

準偏差」は 3.3±3.7(表Ⅳ-１参照)であり，介護療養病床の二次医療圏間のばらつきは大きい． 

 

図Ⅲ-9 に示す地図で見ると西に青色，東に黄色の二次医療圏が多く，いわゆる「西高東低」

傾向が強い．西日本では，富山県，石川県，山口県，高知県，佐賀県，熊本県，宮崎県など供

給数が特に多い．一方，東日本でも，北海道の中部，青森県，新潟県の一部などに介護療養施

設の供給数の多い地域がある．また，首都圏，名古屋，京阪神など大都市では，介護療養施設

の供給数は少ない. 

2)-2老健のベッド数の現状と供給予測 

75 歳以上高齢者 1,000 人に対する老健のベッド数の「全国平均」と「二次医療圏間の標準偏

差」は 21.4±6.1(表Ⅳ-１参照)であり，二次医療圏間のばらつきは小さい． 
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老健は東北と甲信越に多いのが，老健の分布の最大の特徴である．また，西日本でも，石川

県，福井県，滋賀県，鳥取県，島根県，香川県，福岡県，大分県の一部は，偏差値が 65 以上で，

老健の供給数が非常に多い地域も点在している．一方，大都市部に黄色や赤の地域が多く，大

都市部に少ないのも，老健の大きな特徴と言える．なお，老健の伸び率は，現状維持的であり，

大きな変化はないと推測される． 

2)-3特養のベッド数の現状と供給予測 

75 歳以上高齢者 1,000 人に対する特養のベッド数の「全国平均」と「二次医療圏間の標準偏

差」は 31.2±10.7(表Ⅳ-１参照)であり，二次医療圏間のばらつきは小さい． 
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特養の地域別供給数の分布を見ると，偏差値 65 以上の青色で示された地域は，いずれもが人

口減少が激しく，高齢者人口が増えない過疎地域である．グラフに示すように，過疎地では特

養の建設はほとんど行われていないが，75 歳以上人口増加が激しい大都市よりも過疎地域のほ

うが依然高い値を維持している．大都市部の特養は少ない．なお，特養の伸び率も，現状維持

的な傾向が見られ，今後もその傾向は続くと推測される． 

2)-4軽費ホームのベッド数の現状と供給予測 

75 歳 1,000 人に対する軽費ホームのベッド数の「全国平均」と「二次医療圏間の標準偏差」

は 1.4±2.4(表Ⅳ-１参照)であり，二次医療圏間のばらつきは，非常に大きい．軽費ホームについ

ては，供給数が多いところは，北海道，青森県，岩手県，石川県，三重県，和歌山県，兵庫県，

鳥取県，岡山県，山口県，高知県，長崎県などである．また，軽費ホームの伸び率も，現状維

持的に推移するものと推察される． 

 

2)-5有料ホームのベッド数の現状と供給予測 

75 歳以上高齢者 1,000 人に対する有料ホームのベッド数の「全国平均」と「二次医療圏間の

標準偏差」は 14.0±10.1(表Ⅳ-１参照)である．有料ホームの供給数は，首都圏，近畿圏の大都市

があるところに偏在して偏差値が高いことは，図Ⅲ-13 を見ても明らかである．特に，首都圏

では，東京都と隣接している埼玉県，神奈川県に集中していることがうかがえる．また，近畿

圏では，大阪府に多いことが分かる．なお，有料ホームの伸び率は，大都市ではやや高まるが，

地方都市と過疎地域では横ばいの傾向を示すと推測される． 
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2)-6サ高住のベッド数の現状と供給予測 

75 歳以上高齢者 1,000 人に対するサ高住のベッド数の「全国平均」と「二次医療圏間の標準

偏差」は 1.0±1.7(表Ⅳ-１参照)であり，二次医療圏間のばらつきは大きい．サ高住に関しては，

偏差値が高いところは，北海道，秋田県，埼玉県，千葉県，神奈川県，福井県，三重県，大阪

府，和歌山県，広島県，山口県，熊本県などで，その他の地域では，格差は少なく満遍なく分

散している．また，サ高住の伸び率は，大都市と地方都市において高い傾向を示しており，今

後ともその傾向は続くと推測される． 
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2)-7グループホームのベッド数の現状と供給予測 

75 歳以上高齢者 1,000 人に対するグループホームのベッド数の「全国平均」と「二次医療圏

間の標準偏差」は 10.8±5.5(表Ⅳ-１参照)であり，二次医療圏間のばらつきは，大きい．グループ

ホームは，北海道，青森県の偏差値が全体的に高く，その他は，石川県，鳥取県，岡山県，愛

媛県,佐賀県，長崎県，熊本県，鹿児島県の一部が高い．逆に，首都圏，中部圏，近畿圏など大

都市のところは，偏差値が低くなっている．また，グループホームの伸び率は，このまま横ばいで

推移すると推察される． 

 

３)2014年から 2018年までの７施設供給数の増減率地域別比較 

表Ⅲ-6 に基づいて作成した図Ⅲ-16 は，７施設におけるベッド数について，2014 年から 2018

年の間の増減数と増減率を表したものである． 
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ベッド数の多寡では，2018 年度で見れば，特養，老健などの介護保険三施設や有料ホームが

多く，サ高住は最少である．しかし，サ高住の伸び率は，全国で 156％，大都市では 187％の高

い伸びとなっている．大都市部のベッド数の増加は，特養と有料ホームの増加によるところが

大きい．なお，介護療養は，年々20～30％の減少となっている． 

４．地域別高齢者施設の需給状況の現状評価と今後の見込み 

次に，全国，大都市，地方都市，過疎地域の地区別の高齢者施設のベッド需要・供給の予測

結果を示す． 

1)2010年から 2025年各年の施設ベッド需要推移予測と2014 年から2018 年供給実績 

表Ⅲ-7 をグラフ化した図Ⅲ-17 は，2014 年から 2018 年までの高齢者施設の供給量(ベッド数)

と，2010 年から 2025 年にかけての高齢者施設の需要予測を，全国，大都市，地方都市，過疎

地域に分けて表している．需要予測は，年齢階級別の介護保険三施設利用率と人口予測をもと

に行っている．  
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図Ⅲ-17 の最上部の二重線は全国の需要量(施設のベッド数)予測，中段の一重線は地方都市

の需要予測，点線（四角）は大都市の需要予測，点線（丸）は過疎地域の需要予測を表す．丸

いマーカー実線は，それぞれの供給実績を表したものである． 

 まず，大都市，地方都市，過疎地域と分けて需要と供給量を示したが，2014 年から 2018 年

にかけては３地域とも需要と供給がほぼ一致していることに注目すべきである．供給量は３地

域の実測値，需要量は３地域の 65～74 歳，75～84 歳，85 歳以上人口から算出したものなので，

例えば大都市は大幅に不足，過疎地域は大幅に過剰というような地域差が出るほうが，むしろ

自然と言えよう．しかし，本研究で，大都市，地方都市，過疎地域のいずれにおいても，需要

と供給がほぼ一致していることが明らかになった．このことは，全国的にこれまで需要増に沿

う形で供給が増えてきたことを意味する．ただし，地方都市は，需要の伸びに供給が追い付か

ない傾向が見られ，2014 年と比べ 2018 年は需要と供給の乖離が広がりつつある．大都市にお

いても，2017 年までは供給と需要がほぼ一致して推移してきたが,2018 年には需要が供給を若

干上回っており，今後は急激な需要増に供給が追い付かなくなるものと推察される．なお，過

疎地域は，需要も供給の伸びも，緩やかである．  
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表Ⅲ-８は，全国と大都市，地方都市，過疎地域の 2014 年から 2018 年にかけての需要と供給

の増減率を表す．まず，全国の 2014 年の充足不足率「＝高齢者施設のベッド数－高齢者施設の

需要予測（必要ベッド数)/高齢者施設の需要予測（必要ベッド数)」は， 

0％(=1,296,785-1,300,833/1,300,833×100)であり，バランスを取れている状態である． 

全国の 2014 年から 2018 年にかけての需要増減率は，14％(1,487,702-1,300,833/1,300,833×100)

の伸び，供給増減率は，11％(=1,440,674-1,296,785/1,296,785×100)の伸び，その結果 2014→2018

年の需給増減ギャップ率が，－３％(＝11－14)となる． 

大都市は，供給が 4 年間で 15%も伸びているが，需要は供給を上回る 21％の速さで伸びてお

り，2014→2018 年の需給増減ギャップ率が－６%，供給の伸びが需要の伸びのスピードに追い

付かなくなっている．地方都市の 2014→2018 年の需給増減ギャップ率は,－２％であり，過疎

地域の需給増減ギャップ率は,０％であり，需要も供給もバランスを維持している状態である． 

2)高齢者施設の需給推移が特異的な地域の分析 

次に,地域別の需給関係を分析することによって問題となる地域を明らかにする． 

2)-1大都市における特異的な地域 

表Ⅲ-９は，大都市における高齢者施設のベッド数の供給と需要との関係を表したものである． 

表の縦軸は，2014 年の充足率を５段階に示し，横軸は，2014 年から 2018 年までの需給増減

率のギャップを５段階で示した．この表は，４隅に位置する地域は高齢者施設の需給関係が特

異な地域に相当する．また,表Ⅲ-９は,大都市の中での地域別の高齢者施設の需給動向も示して

いる．和泉は，2014 年の充足率が，－10％～－30％ときわめて低いにも関わらず，５年後の需

給ギャップ率を見ると，需要の伸びが供給の伸びよりも 20％も高いので，2018 年においても和

泉の後期高齢者が市内の高齢者施設を利用するのが，かなり困難であると推定される． 

一方，川口については，2014 年の充足率が 30%以上であり，供給の伸びが需要の伸びよりも

10～20％高いので，この地域の需給だけを考えたら，供給過剰の状態である．  
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図Ⅲ-18 の水色で示された地域は，2014 年の充足率が高いが，高齢者の増加による施設需要

のスピードほどに，供給が伸びていない地域である．ピンクで示された東京都の区南部は，2014

年時点の充足率は低いが，近年高齢者施設の建設が盛んな地域である．また，この図には，赤

色で示された和泉と濃い青色で示した川口の位置が示されている． 

 



36／51 

 

 

図Ⅲ-19 は，横浜西部，川口，東京都の区南部，和泉の４地区について，2014 年の充足率・

不足率，2014 年から 2018 年までの需給増減ギャップ率，需要増減率，供給増減率を，それぞ

れを図式化して示す．グラフには，2025 年までの需要予測と 2014 年から 2018 までの供給実績

を表している．これらのグラフから，横浜西部と川口は供給が需要をどのように変化してきた

かが分かる.すなわち，横浜西部は「需要伸び率>>供給伸び率」であり，川口は「需要伸び率<

供給伸び率」である．また，東京都の区南部は状況改善，和泉については，状況が悪化してい

ることを示している． 

 

2)-2地方都市における特異的な地域 

表Ⅲ-10 は，地方都市の需給動向を示している．表の左上の徳島，土浦，熱海，鳥栖などは，

2014 年の充足率は 10～30%と高く，2014 年から 2018 年までの需要増減率と供給増減率のギャ

ップについては需要の伸びが供給の伸びより 10％以上低く，需給のバランスが取れる方向に推

移している．表の左下の大分，甲府，豊田，刈谷，豊橋などの地域は，2014 年の充足率が，－

10～－30％と低く，2014 年から 2018 年までも「需要伸び率>供給伸び率」であり，将来的に高

齢者施設の不足が予想される．一方，金沢は 2014 年の充足率は－10～－30％と低いが，2014

年から 2018 年まで「需要伸び率<<供給伸び率」であり，需給増減率のギャップは縮小傾向にある． 
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図Ⅲ-20 は，地方都市の特異的な需給動向（表Ⅲ-10 の四隅に位置する）を示している地方都

市の位置を，地図上で表している． 
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図Ⅲ-21 は，地方都市の特徴的な需給動向を示している.徳島は，「需要伸び率>>供給伸び率」

であり，金沢は「需要伸び率<供給伸び率」である．また，大分については，状況が悪化してい

ることを示している． 
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2)-3過疎地域の特異的な地域 

表Ⅲ-11 は，過疎地域における 2014 年の充足率（不足率）と 2014 年から 2018 年の５年間の

需給増減のギャップ率の関係から特異的な地域を指摘したものである．過疎地域で財政的に苦

しいためか 2014 年の不足率が高い地域が多く，逆に充足率が高い地域は極めて少ない．また，

供給の伸びが需要の伸びより 10％以上ある地域が極めて少ない． 
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図Ⅲ-22 は，高齢者施設の需給動向が特異的な地域を地図上に示したものである．2014 年の

不足率が高く，需要の伸びが供給の伸びよりも大きい地域が多く見られる． 

図Ⅲ-23 は，過疎地域の特徴的な地域の需給動向を示している. 
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相馬，対馬，佐伯，奄美の 2014 年の充足率・不足率，2014 年から 2018 年までの需給増減ギ

ャップ率，需要増減率，供給増減率を，それぞれ図式化したものである．相馬の供給不足は 2011

年東日本大震災による福島原子力発電所事故による影響が大きいと推測される． 

Ⅳ.考察 

１.地域を区分する方法 

地 域 を 区 分 す る 方 法 と し て ， 総 務 省 が 全 国 消 費 実 態 調 査 等 で 用 い て い る 「 都 市 階 級 」

(https://www.stat.go.jp/data/zensho/2014/kaisetsu.html#a3)が使用されることが多いが，この区分は

人口規模による地域区分である．今回の諸調査では人口規模だけでなく人口密度を併用して地域区

分を行うことが必要であったので，人口密度を基本に区分を行う高橋らが提唱した二次医療圏（大都

市，地方都市，過疎地域という３地域区分）を採用した． 

２.今後の高齢化の進行と高齢者施設需要の伸びについて 

本研究において，日本社会全体で見ると，これから直面する高齢化問題の主眼は，「高齢者の増加」

への対応も必要であるが,最も重要なことは急速に進む「高齢者の高齢化」への対応であることを示

した．いくつかの統計を組み合わせて算出した筆者らの推計値によると，今後 25 年間，我が国の高

齢者数の増加は 14%だが，「高齢者の高齢化」が進むことにより，高齢者施設の需要は 70%も増加す

ることが予想される． 

大都市では，今後 65～84 歳人口はほとんど増えず，85 歳以上高齢者数が激増し，「高齢者の高齢

化」の進行が激しい．一方，2015 年に 3,470 万人であった大都市の 15～64 歳人口が，2040 年には 2,763

万人になり，今後 25 年で 20%減少する「働き手」世代は，この間に倍増する大都市の介護需要を支

えなければならない． 

過疎地域での 65 歳以上人口は，2015 年 386 万人が 2020 年 401 万人でピークを迎え，その後減少

に転じ，2040 年には 333 万人まで減少する．2015 年を１とすると，2020 年 1.04，2040 年 0.86 である．

しかし，過疎地域でも「高齢者の高齢化」の影響により，高齢者施設必要量は 2035 年まで増え続け

る．2015 年を１とすると，2020 年 1.12，2025 年 1.17，2030 年 1.19，2035 年 1.27 であり，2040 年 1.23

と増加する． 

一方，過疎地域の「働き手の不足」は，大都市地域よりはるかに深刻である．2015 年に 631 万人

であった 15～64 歳人口が 2040 年には 394 万人になり，38%の減少である．過疎地域では，2035 年に

向けて介護需要の増加は 25%程度だが，4 割程度減少する支え手が支えなければならない． 
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３．現状の高齢者施設の供給の評価 

１)医療との比較と全体評価 

本研究の成果の一つは，「一般病床よりも高齢者施設のベッドのほうが，全国一律的に分布してい

る」ことをデータにより示したことである． 

図Ⅲ-1 や表Ⅲ-2 において，高齢者施設と医療の医師数，一般病床の地域差によるばらつきの程度

を比較した．その結果,高齢者施設ベッド数の地域差によるばらつきは，医療の一般病床数や医師数

のばらつきと比べ，ばらつきが小さく，大都市，地方都市，過疎地域間の差が少なく，全国的に 75

歳以上の高齢者の数に応じて，ほぼ全国均一のレベルで存在している． 

一方，医療では，人口 10 万人当たりの総医師数は大都市が多く，一般病床は過疎地域が多い．大

都市では，大病院に多くの医師が集まるが，人口 10 万人当たりの病床が少なく，過疎地域に比べ密

度の高い入院医療が供給されている.逆に過疎地域では，医師が少なく，病床が多い密度の低い入院

医療が供給されている．過疎地域の医師は全国的に少ないため，人口 10 万人当たりの医師数のばら

つきは少ないが，大都市と地方都市の総医師数や一般病床のばらつきは，高齢者施設ベッド数のばら

つきより大きい．これは，医療の供給が高齢者施設の供給に比べ，大都市，地方都市，過疎地域の格

差が大きく，また大都市内，地方都市内，過疎地域内でのばらつきも大きいことを意味している． 

医療の場合，高度な医療を求めて救急車やヘリコプターを用いて移動することが珍しくない．ある

程度のアクセスを犠牲にしてでも基幹病院に機能を集約させる必要がある.その結果，医療の供給の

地域差が出るのもやむをえない．一方，高齢者施設は，医療のような高機能高齢者施設はなく，高齢

者が住み慣れた地域の施設に入ることが望ましい．本研究で示したように，大都市，地方都市，過疎

地域の差がなく，しかも全国ほぼ一律に，高齢者の数に応じた高齢者施設が配置されている日本の現

状は，非常に望ましい状況にあると評価できる． 

2)施設別評価 

表Ⅳ-１は，75 歳以上高齢者 1,000 人に対する７つの各施設の全国平均ベッド数と標準偏差を表す． 
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まず，高齢者施設として，特養，老健，有料ホーム，グループホームの順で，施設の高齢者のベッ

ド数が多い．全国平均値に比べて標準偏差の大きな「地域間の差」が大きな施設は，介護療養，軽費

ホーム，サ高住である． 

また,介護保険三施設は，地域ごとに参酌基準があり，「介護療養＋老健＋特養」のベッド数の合計

の上限が全国一律のルールのもとで決められている．特養の多い地域，老健の多い地域など比率は地

域により異なるが，この３種類の施設の合計値は，一部の例外的な地域を除いて，ほぼ均一である． 

かつて大都市部の特養や老健は少なかったが，近年急速に建設が進み，更に有料ホームやサ高住の

建設も盛んであり，75 歳以上高齢者 1,000 人当たりのベッド数は，過疎地や地方を超えたことが本研

究で明らかになった． 

そして,各地域の高齢者施設数は，参酌基準に加え，需要があると判断された場合，民間事業者に

より有料ホーム，サ高住，グループホームなどが建設されるというマーケットメカニズムにより，各

地の高齢者住宅数がコントロールされている．例えば高知は，介護保険制度実施前より療養病床が多

いため，老健や特養の供給を抑えることにより，全体のレベルを全国平均に近づけている． 

75 歳以上高齢者 1,000 人当たりの高齢者施設のベッド数のレベルが，全国ほぼ一律ということは，

参酌基準にマーケットメカニズムを組み合わせた施設数のコントロールが，全国的にうまく機能して

いると考えられる． 

3)75歳以上高齢者 1,000人に対する高齢者ベッド数に関する地域別現状評価 

図Ⅲ-18 に示すように，都内のＪＲ中央線の南に位置する地域は，後期高齢者数に比べ高齢者施設

が少ない．また，千葉県の東葛南部と神奈川県の横浜南部も少ない．しかしこれらを補うように埼玉

県や神奈川県に偏差値が 55 を超えるような地域が存在し，首都圏全体では，現在のところほぼ全国

平均レベルの施設が提供されている.土地の価格が高い首都圏であっても，有料ホームやサ高住

の建設が盛んであり，全国平均の高齢者施設が存在している.所得水準の高い首都圏では，高額

の高齢者施設でも購入可能な層が数多く存在し，これらの層を対象にした高齢者施設の建設が，

特養などの建設と並行して盛んに行われている. 

一方，大阪周辺は，大阪の偏差値は 55 を超えるが，周辺は 45 を下回っており，周辺部が都心の施

設不足を補っている首都圏と大きく様相が異なる．和泉のように 2014 年に－10～－30％と低い不

足率であったのに，2018 年になっても需要の伸び率が供給の伸び率よりも 20％以上も高いとい

うところもあり，不足が拡大していく可能性が高い．今後大阪圏も後期高齢者が急増するので，

高齢者施設の不足が，首都圏以上に深刻になる可能性が高くなる．  
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名古屋の偏差値は 49 であり，周辺地域は，北名古屋のように需給の均衡がとれていて評価でき

るところもあるが，愛知県の春日井のように，2014 年の充足率が－10～－30％と低かったにも

関わらず，2018 年に至っても需要の伸び率が供給の伸び率よりも 10～20％高いところも見られ

る．後期高齢者が急増する地域であるので，高齢者施設の不足が大阪同様，首都圏以上に深刻になる

可能性が高くなると推測される. 

また,札幌は，2014 年の充足率が 11％と決して高いとは言えないが，2018 年の需給増減ギャ

ップは－21％となっており，需給バランスは多少崩しているが，ある程度は評価できる． 

仙台については，2014 年の充足率が－10～10％と平均レベルであったが，2018 年には需要の伸

び率が供給の伸び率よりも 10～20％高いという状況であり，今後高齢者施設不足が心配される． 

広島は，2014 年の充足率が 16％とやや高く，2018 年の需給増減ギャップが－20％となって

おり，現在よりも高齢者施設への入所が難しくなっていく． 

そして,福岡は，2014 年の充足率が 21％とやや高く，2018 年の需給増減ギャップが－19％と

なっており，ほぼ広島と同様である． 

４．今後の需給予測 

1)全体評価 

本研究の成果の一つとして，「高齢者施設提供がこれまで順調に進んできたが，これから本格化す

る“高齢者の高齢化”のスピードに，高齢者施設の建設のスピードが追い付かなくなってきている」

兆候があることを明らかにした．図Ⅲ－17 に示すように，2016 年まで高齢者施設の需要と供給が同

じ傾きで伸びてきたが，2017 年以降，需要の伸びが，供給の伸びより大きくなり，両者の間で乖離

が見られる．2018 年 6 月 8 日付の日本経済新聞経済教室によると，「ここ数年，廃校になった小学校

跡地などに，がんばって高齢者施設を作ってきましたが，施設の造れそうな土地はあらかた使い，こ

れから先は建設可能な土地が非常に限られてきました.」という趣旨の東京 23 区の複数の区役所担当

者の話や，「施設を造っても働いてくれる人が集められず，オープンすることができない状況が続い

ている.」という高齢者施設の経営者たちからの発言などから，既に首都圏の高齢者施設の建設スピ

ードはダウンし始めている．また，少子化や認知症の増加などによって，従来のように子が親の面

倒を見るという形の家族による介護が減少して，高齢者施設に入所する高齢者が多くなることが予

想される．このようなライフスタイルの変化が高齢者施設の在り方にも大きな影響を与える 27-28）． 

今後全国的に，高齢者施設での働き手不足は，更に厳しくなることが予想されるので，全国的に需

要と供給の乖離は拡大していくことが予想される．  
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2)特異な地域の評価 

高齢者施設の需給推移が特徴的な神奈川県の横浜西部，埼玉県の川口，大阪府の和泉，東京

都の区南部の４つの地域を取り上げ，その評価をすると以下のとおりである. 

① 神奈川県の横浜西部は，2014 年の充足率が 69％以上で非常に高いものであったが，2018

年に需要増加率が 28％であるが，供給増加率が７％にとどまり，－21％の需給ギャップ

が生じており，供給の伸びが需要の伸びより非常に低い状況が続いている．今後これま

でのように東京都の高齢者の受け皿の役割を果たせなくなっていく可能性が高い. 

② 埼玉県の川口は，2014 年の充足率が 35％とかなり高く，2018 年の需給ギャップがプラス

16％と供給の伸び率が需要の伸び率をはるかに上回っている．今後ますます東京都心部

などの高齢者の受け皿の役割を果たすことが予想される． 

③ 大阪府の和泉は，2014 年の充足率が－18％とかなり不足していたのに，2018 年の需給増

減ギャップが－21％の低さに留まっており，ニーズに合致した対策をほとんど採れてい

ない．今後は，高齢者施設の不足が最も厳しい地域の一つとなることが予想される． 

④ 東京都の区南部は，2014 年の充足率が－28％と和泉よりも悪かったが，2018 年の需給増

減ギャップが 11％と供給の伸び率が需要の伸び率を上回る状態であり改善されている． 

５．高齢者施設のデータ整備と情報公開について 

本論文の前半で，首都圏の高齢者急増という状況をビジネスチャンスととらえ埼玉県でサ高

住を中心とした高齢者施設の建設ラッシュとなり，結果として空室が多くなっている現状を紹

介した．このような状況をもたらす原因の一つとして，高齢者施設に関するデータ・情報の不

足が挙げられる．つまり，埼玉県の例はデータ・情報不足で全体像が見えないことによる弊害

であると言える． 

このような事態を回避するためには，高齢者施設に関するデータ・情報の整備を行うととも

に，情報公開をすることが重要である．Ⅱ．方法で紹介した介護保険三施設以外の有料ホームや

サ高住の年齢構成比率のデータや，高齢者７施設の稼働率に関する現在公表されていないデー

タは，今後の適切な国全体や地域ごとの高齢者施設の整備のために不可欠なデータである．デ

ータ・情報の正確性，適時性などを担保するために，公的にしかも定期的にモニタリングを行

うことが必要であると考える． 

６．中国社会への応用 

筆者の母国・中国は，現在日本を上回るスピードで高齢化が進んでいる．高齢化に合わせて 
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高齢者施設の建設も，急ピッチで行われている．中国の高齢者施設には，入所型施設，居住型

施設，通所型施設の３種類がある.このうちの入所型施設として，高齢者福利院，敬老院，養老

院，護養院，護老院があり，これらの施設のベッド利用率は 80％前後である 29-30）． 

これまで，中国は高い経済成長によって，こうした高齢者施設は余裕を持って建設してきた.

今後は，経済成長が鈍っていくことが予想される中で，需給バランスを取っていかなければなら

ない．そのためには，高齢者施設に関するデータ・情報の整備が必要になってくる．その方法の

一つとして筆者が提言するのは，高齢者施設が自施設に関する様々なデータ・情報を当局に届け

る制度を設けることである．しかも決められたフォーマットによって ICT を活用してデータ・情

報が提出されれば，自動的に集計され，迅速に状況把握が可能となり,現在よりも需給バランスの

調整が容易に実施できるようになると考える. 

７．本研究の限界 

 本研究で目指した全国や地域別の高齢者施設の需給状況の把握や将来予測は，高齢者 7 施設の

年齢階級別の利用率や，各施設のベッドの稼働率などのデータを用いて行うのが望ましい．この

ようなデータがない状況のもと，いくつかの前提条件をたて，推計値を算出せざるを得なかった

ことが，本研究の最大の限界である．また地域別の高齢者施設の需要を考える場合，利用者の要

介護度，経済的な理由による選別などを考慮することが望ましいが，そのような要因を組み込ん

でいないことも本研究の限界である． 

Ⅴ．結論 

高齢者施設の 75 歳以上高齢者 1,000 人当たりのベッド数は，大都市，地方都市，過疎地域の間の格差

が小さく，また各地域内の標準偏差が極めて小さい．全国的に 75 歳以上の高齢者の数に応じて，高齢

者施設が，かなり均一のレベルで存在している．また一方，これまで大都市，地方都市，過疎地域のい

ずれの地域においても高齢者施設の需要増加のスピードと同等のスピードで高齢者施設のベッド数が

増加してきたが，大都市と地方都市において高齢者の急速な高齢化に起因した高齢者施設の急激な需要

の増加スピードに，高齢者施設の建設が追い付かなくなってきている． 
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Ⅷ．添付資料・図表一覧 

Ⅱ.方法 

図Ⅱ-1：高齢者施設種類別ベッド数推移データ作成の手順 

図Ⅱ-2：2014 年 4 月と 15 年２月のデータから 14 年 1 月と 15 年 1 月のベッド数を推定する方法 

図Ⅱ-3：高齢者施設・需要推移データ作成の手順 

図Ⅱ-4：地域区分判定フローチャート 

図Ⅱ-5：左図大都市，中央図地方都市，右図過疎地域 

表Ⅱ-1：介護サービス情報の公表制度のデータの一例 

表Ⅱ-2：今回対象とした施設種類別と使用した施設区分の内容 

表Ⅱ-3：二次医療圏別・施設種類別定員データの抜粋 

表Ⅱ-4：二次医療圏別人口推計データの抜粋 

表Ⅱ-5：40～64 歳，65～74 歳，75～84 歳，85 歳以上の「介護保険三施設利用率」算定の手順 

表Ⅱ-6：65～74 歳，75～84 歳，85 歳以上の「高齢者全施設利用率」算定の手順 

Ⅲ.結果 

図Ⅲ-1：全国，大都市，地方都市，過疎地域 75 歳以上，85 歳以上の高齢者数時系列推移 

図Ⅲ-2：2018 年を 100 とした 75 歳,85 歳以上の全国，大都市，地方都市，過疎地域の増加率 

図Ⅲ-3：全国７施設合計(二次医療圏別75歳以上高齢者1,000人当たりベッド数：偏差値表示) 

図Ⅲ-4：大都市７施設合計(二次医療圏別75歳以上高齢者1,000人当たりベッド数：偏差値表示) 

図Ⅲ-5：地方都市７施設合計(二次医療圏別75歳以上高齢者1,000人当たりベッド数：偏差値表示) 

図Ⅲ-6：過疎地域７施設合計(二次医療圏別75歳以上高齢者1,000人当たりベッド数：偏差値表示) 

図Ⅲ-7：高齢者施設のベッド数，一般病床数の多い地域，少ない地域 

図Ⅲ-8：2018 年における全国及び地域別の７高齢者施設のベッド数 

図Ⅲ-9：介護療養(二次医療圏別75歳以上高齢者1,000人当たりベッド数：偏差値表示) 

図Ⅲ-10：老健(二次医療圏別75歳以上高齢者1,000人当たりベッド数：偏差値表示) 

図Ⅲ-11：特養(二次医療圏別75歳以上高齢者1,000人当たりベッド数：偏差値表示) 

図Ⅲ-12：軽費ホーム(二次医療圏別75歳以上高齢者1,000人当たりベッド数：偏差値表示) 

図Ⅲ-13：有料ホーム(二次医療圏別75歳以上高齢者1,000人当たりベッド数：偏差値表示) 

図Ⅲ-14：サ高住(二次医療圏別75歳以上高齢者1,000人当たりベッド数：偏差値表示) 

図Ⅲ-15：グループホーム(二次医療圏別75歳以上高齢者1,000人当たりベッド数：偏差値表示) 

図Ⅲ-16：2014～2018年施設種類別地域区分別ベッド数の増減率(2014年を100とした場合) 

図Ⅲ-17：高齢者施設ベッド需要推移予測(2010～2025 年)と供給実績（2014～2018 年） 

図Ⅲ-18：大都市表Ⅲ－9の該当地域及び充足不足率，需給増減のギャップ率 
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図Ⅲ-19：横浜西部，川口，和泉，区南部の高齢者施設需要量と供給量の年次推移比較 

図Ⅲ-20：地方都市表Ⅲ－10 の該当地域及び充足不足率，需給増減のギャップ率 

図Ⅲ-21：徳島，大分，金沢の高齢者施設需要量と供給量の年次推移比較 

図Ⅲ-22：過疎地域表Ⅲ－11 の該当地域及び充足不足率，需給増減のギャップ率 

図Ⅲ-23：相馬，対馬，佐伯，奄美の高齢者施設需要量と供給量の年次推移比較 

 

表Ⅲ-1：図Ⅲ－1のデータ 

表Ⅲ-2：図Ⅲ－2のデータ 

表Ⅲ-3：高齢者施設の総施設と介護保険三施設の地域別収容人数(ベッド数)の推移 

表Ⅲ-4：高齢者施設のベッド数(2018)と医療の医師数・一般病床数(2017年)との地域分布の比較 

表Ⅲ-5：図Ⅲ－８のデータ 

表Ⅲ-6：図Ⅲ－16 のデータ 

表Ⅲ-7：図Ⅲ－17 のデータ 

表Ⅲ-8：全国と大都市型・地方都市型・過疎地域型の2014年から2018年にかけての増減率 

表Ⅲ-9：大都市の高齢者施設の充足率(2014 年)vs 需給増減のギャップ率(2014→18 年) 

表Ⅲ-10：地方都市の高齢者施設の充足率(2014 年)vs 需給増減のギャップ率(2014→18 年) 

表Ⅲ-11：過疎地域の 2014 年高齢者施設充足率 vs2014→2018 年需給増減のギャップ率 

Ⅳ.考察 

表Ⅳ-1：75歳以上高齢者1,000人に対する各施設の平均ベッド数と標準偏差(2018年) 

 

 


